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のプロセスを動かす人材の問題を分析していない．Clark and Fujimoto (1991) や延
岡(1996)などによる，主に自動車企業における製品開発に関する国際比較研究は，


































造業とソフトウェア業に属する従業員数 185  名以上の民間企業である （全数） ．
調査区域は全国で，サンプルフレームとしては，東京商工リサーチの企業情報
データベースを利用した．調査方法は郵送法で，調査期間は 2010 年 3  月 1  日
から 3  月 12  日までであった．回収状況は表 1.A  の通りである
2． 




2  回収率は平均 3％ときわめて低い．これには 2 つの理由が考えられる．ひとつは，
調査対象となった企業 （とくに中小企業） において，そもそも製品開発機能を社内3 
 
















  3.1  製品アーキテクチャ 
   
本稿の冒頭で述べたように，製品アーキテクチャには，機能と部品との関係
が１対１に近い「モジュラー型」と，機能群と部品群との関係が錯綜している





～299 人 11.5％，300～999 人 54.0％，1,000 人以上 81.8％）であった．また，情報






3  サンプルフレームとして用いた「事業体基礎統計」が 2008 年版であるため，そ
の後の雇用変動のために，製造業企業でも結果的に 300 名未満の企業が含まれ
た． 



























                                                        
5  先行研究である貴志・藤本(2010)では，日本企業 19 社 97 製品のデータを用いて
製品アーキテクチャの指標化を行っている．製品アーキテクチャの特性に関する
13 の質問文を用意して，これに対して「まったくその通り」＝５から「まったく






























重視かがある （図１） ． 日本が新卒重視， 中国が中途採用重視という両極にあり，
韓国は日本に近い形でその中間にある． 
  次に， 能力開発の方法に関して， OJT の重視度と off-JT の重視度とをみる （図
２） ．エンジニアの能力開発において「先輩や上司の指導」 （OJT を通じた教育
訓練の典型例と思われる）を 100％近い日本企業が「有効である」と答えたの
に対して，韓国・中国企業では 9 割を切る．しかし，OJT に関しては３カ国の
企業とも重視していることに変わりはない．異なるのは off-JT に対する態度で
ある． 「大学院等への派遣」で測った off-JT の重視度に関しては，日本企業の














能の企業特殊性が低く， それが離職率の高さと OJT を通じた教育訓練投資の低


















  4.1 補完性の定義 7 
 
 




























































                                                                                                                                                        
ム」 の開発パフォーマンスである．これに関しては，企業全体の売上高や経常利益
のような客観的指標は利用できないため，主観的指標を利用した． 













  具体的には以下の式を推定する． 
i i i i i i HRM re architectu HRM re architectu e performanc            ) ( 3 2 1  
まず，左辺の performanceiは，企業 i の開発パフォーマンス指標である．前節
で述べた 3 種類の開発指標をそれぞれ使用して推定を行う．次に，右辺の
architectureiは，企業 i の製品アーキテクチャ指標である．さらに i HRM は，企
業 i の人材マネジメント指標である． 
  さて，補完性を捉えるうえで最も注目すべきは，architectureiと i HRM との

























た （使用変数の要約統計量は表３を参照されたい） ． 具体的なコントロール変数


















ベースラインの係数は表の 1 列目に示されたとおり 8.368 であり，また韓国ダ
ミーとの交差項の係数は２列目の通り，-6.576 である．したがって，韓国にお
ける補完性効果の係数はその和の 1.791 と正の値が得られており，その値が表
































（これを区間０とする），-0.8 から-0.6 なら 1 をとるダミー変数（区間 1）な






















































  以上の結果から得られる含意を指摘して本稿を閉じたい． 
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300名未満 1,345 50 3.7%
300～499名 882 24 2.7%
500～999名 666 18 2.7%
1,000名以上 611 12 2.0%
製造業 3,115 89 2.9%
ソフトウェア業 389 15 3.9%
(注) 1.サンプルフレームは東京商工リサーチ企業情報データベースである.




300名未満 69 38 55.1%
300～499名 354 34 9.6%
500～999名 194 40 20.6%
1,000名以上 121 28 23.1%
業種別 製造業 656 121 18.4%
情報通信業 82 19 23.2%
(注) 1.サンプルフレームは「事業体基礎統計」(2008年)である.
  　 2.従業員数は，製造業300名以上，情報通信業150名以上の企業に限定した.
C.中国
地域 業種 母集団数 ランダム抽出数 回収標本数 回収率
製造業 5,558 487 35 7.2%
ソフトウェア業 188 57 5 8.8%
製造業 9,792 403 30 7.4%
ソフトウェア業 206 132 10 7.6%
製造業 27,481 528 35 6.6%
ソフトウェア業 117 52 5 9.6%
製造業 17,215 341 30 8.8%
ソフトウェア業 9 0 0 0.0%
(注) 1.サンプルフレームは，『中国企業年鑑データ版』(上海)，および国家工商
       行政管理総局企業リスト(北京,広州，深圳)である.　   　














75 (100%) 50.7 49.4
300名未満 35 (100%) 45.7 54.2
300～499名 16 (100%) 62.6 37.6
500～999名 16 (100%) 43.8 56.3
1,000名以上 8 (100%) 62.5 37.5
製造業 64 (100%) 48.5 51.6
うち機械系 33 (100%) 51.5 48.5
うち機械系以外 31 (100%) 45.2 54.8




132 (100%) 50.0 50.0
300名未満 36 (100%) 52.8 47.2
300～499名 32 (100%) 43.8 56.3
500～999名 39 (100%) 53.8 46.1
1,000名以上 25 (100%) 48.0 52.0
製造業 114 (100%) 50.0 50.0
うち機械系 72 (100%) 50.0 50.0
うち機械系以外 42 (100%) 50.0 50.0




150 (100%) 57.4 42.7
300名未満 11 (100%) 100.0  0.0
300～499名 99 (100%) 49.5 50.5
500～999名 25 (100%) 72.0 28.0
1,000名以上 15 (100%) 53.3 46.7
製造業 130 (100%) 55.4 44.6
うち機械系 31 (100%) 58.1 41.9
うち機械系以外 99 (100%) 54.5 45.5






































































  図5 製品アーキテクチャ，人材マネジメント，開発パフォーマンスの3者関係(等高線図)
(注) 製品アーキテクチャ指標に関して -1 はモジュラー寄りで +1 はインテグラル寄りを意味する．
また，人材マネジメント指標に関して -1 は短期勤続志向で +1 は長期勤続志向を意味する． 
  図6 等高線図(日本)
(注)  製品アーキテクチャ指標に関して -1 はモジュラー寄りで +1 はインテグラル寄りを意味する．
また，人材マネジメント指標に関して -1 は短期勤続志向で +1 は長期勤続志向を意味する． 
  図7 等高線図(韓国)
(注) 製品アーキテクチャ指標に関して -1 はモジュラー寄りで +1 はインテグラル寄りを意味する．
また，人材マネジメント指標に関して -1 は短期勤続志向で +1 は長期勤続志向を意味する． 
  図8 等高線図(中国)
(注) 製品アーキテクチャ指標に関して -1 はモジュラー寄りで +1 はインテグラル寄りを意味する．
また，人材マネジメント指標に関して -1 は短期勤続志向で +1 は長期勤続志向を意味する． 









サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
開発パフォーマンス1(製造品質) 379 8.317 1.605 1 10
開発パフォーマンス2(リードタイム・生産性) 379 7.900 1.597 1 10
開発パフォーマンス3(総合商品力・顧客満足度) 379 8.092 1.458 1 10
製品アーキテクチャ指標(-1(モジュラー寄り) ⇔ +1(インテグラル寄り)) 357 -0.122 0.469 -1 1
人材マネジメント指標(-1(短期勤続志向) ⇔ +1(長期勤続志向)) 379 -0.475 0.498 -1 1
製品アーキテクチャ指標と人材マネジメント指標との交差項 353 0.051 0.355 -0.966 0.865
機械系製造業ダミー(ベースはソフトウェア業) 394 0.376 0.485 0 1
非機械系製造業ダミー(ベースはソフトウェア業) 394 0.487 0.500 0 1
製品特殊的部品使用率指標 362 52.721 25.419 2 100
製品インターフェース・オープン／クローズ度指標 349 48.676 25.846 2 100
新卒採用重視ダミー(新卒重視＝1) 394 0.320 0.467 0 1
金銭的インセンティブ重視度(5段階変数) 392 1.679 0.685 1 5
off-JT(大学院等への派遣)重視度(5段階変数) 392 2.737 0.887 1 5
職能資格制度採用ダミー(採用している＝1) 394 0.335 0.473 0 1
全社一律の人事制度採用ダミー(一律である＝1) 394 0.721 0.449 0 1
機能別組織ダミー(機能別である＝1) 394 0.619 0.486 0 1
注文生産ダミー(注文生産＝1) 394 0.640 0.481 0 1
企業全体の売上高(対数) 356 8.702 2.584 2.303 16.213
企業設立後経過年数(実数) 394 3.059 0.845 0 4.575







製品アーキテクチャ指標と人材マネジメント指標との交差項(日本，ベース) 8.368 ** 9.363 * 8.724 *
(4.013) 　 (5.571) 　 (4.554)
製品アーキテクチャ指標と人材マネジメント指標との交差項(×韓国ダミー) -6.576 　 -7.397 　 -6.593
(7.008) 　 (7.502) 　 (6.626)
製品アーキテクチャ指標と人材マネジメント指標との交差項(×中国ダミー) -7.628 * -8.778 　 -9.382 **
(4.083) 　 (5.627) 　 (4.593)
製品アーキテクチャ指標(日本，ベース) 7.076 ** 7.748 * 7.295 **
(3.073) 　 (4.366) 　 (3.485)
製品アーキテクチャ指標(×韓国ダミー) -5.341 　 -5.888 　 -5.122
(5.968) 　 (6.268) 　 (5.557)
製品アーキテクチャ指標(×中国ダミー) -6.784 ** -7.796 * -7.296 **
(3.071) 　 (4.381) 　 (3.482)
人材マネジメント指標(日本，ベース) 0.903 　 1.776 　 1.050
(2.618) 　 (3.218) 　 (2.551)
人材マネジメント指標(×韓国ダミー) 1.509 　 0.232 　 0.017
(3.781) 　 (4.291) 　 (3.493)
人材マネジメント指標(×中国ダミー) -0.738 　 -1.489 　 -1.109
(2.613) 　 (3.223) 　 (2.543)
Ｂ．製品特性のコントロール変数 　　 　
製品インターフェース・オープン／クローズ度指標 0.009 ** 0.005 　 0.007
(0.005) 　 (0.005) 　 (0.005)
製品特殊的部品使用率指標 -0.001 　 -0.005 　 0.001
(0.005) 　 (0.005) 　 (0.004)
Ｃ．人事制度・人事慣行のコントロール変数 　　 　
機能別組織ダミー(機能別である＝1) 0.158 　 0.306 * 0.249
(0.174) 　 (0.176) 　 (0.162)
職能資格制度採用ダミー(採用している＝1) -0.025 　 0.095 　 -0.003
(0.196) 　 (0.202) 　 (0.185)
全社一律の人事制度採用ダミー(一律＝1) 0.032 　 -0.019 　 0.036
(0.193) 　 (0.185) 　 (0.171)
金銭的インセンティブ重視度(5段階変数) -0.163 　 -0.019 　 0.015
(0.137) 　 (0.119) 　 (0.105)
off-JT(大学院等への派遣)重視度(5段階変数) -0.021 　 -0.168 * -0.104
(0.099) 　 (0.100) 　 (0.088)
新卒採用重視ダミー(新卒重視＝1) -0.006 　 0.081 　 0.153
(0.264) 　 (0.247) 　 (0.236)
Ｄ．市場要因のコントロール変数 　　 　
注文生産ダミー(注文生産＝1) -0.090 　 -0.062 　 0.022
(0.164) 　 (0.165) 　 (0.153)
Ｅ．企業特性のコントロール変数 　　 　
企業全体の売り上げ高(対数) -0.077 　 -0.042 　 -0.069
(0.068) 　 (0.051) 　 (0.060)
企業設立後経過年数(実数) 0.082 　 0.158 　 0.144
(0.144) 　 (0.138) 　 (0.114)
従業員数(対数) 0.152 　 0.304 ** 0.238 *
(0.134) 　 (0.133) 　 (0.122)
機械系製造業ダミー(ベースはソフトウェア業) 0.398 　 0.027 　 0.277
(0.336) 　 (0.294) 　 (0.271)
非機械系製造業ダミー(ベースはソフトウェア業) 0.146 　 -0.087 　 0.118
(0.324) 　 (0.302) 　 (0.273)
Ｆ．その他変数 　　 　
定数項 7.571 *** 6.550 ** 6.338 ***
(2.128) 　 (2.729) 　 (2.047)
韓国ダミー 1.632 　 1.255 　 0.613
(3.214) 　 (3.548) 　 (2.947)
中国ダミー 0.562 　 0.343 　 0.551
(2.051) 　 (2.561) 　 (1.975)
製品アーキテクチャ指標と人材マネジメント指標との補完性係数
日本 8.368 ** 9.363 * 8.724 *
韓国 1.791 1.967 2.131


















区間1 (セカンド・ワースト) ベースライン 1.775 N.A.
(1.359)
区間2 1.525 2.852 * ベースライン
(1.395) (1.617)
区間3 1.198 3.671 * 2.218 ***
(1.983) (2.182) (0.483)
区間4 1.560 6.054 ** 2.193 ***
(2.391) (2.884) (0.404)
区間5 1.948 7.383 ** 2.233 ***
(3.191) (3.653) (0.474)
区間6 1.242 9.409 ** 2.315 ***
(4.012) (4.721) (0.608)
区間7 2.506 9.993 * 2.566 ***
(4.590) (5.285) (0.523)
区間8 (セカンド・ベスト) 3.583 12.540 ** N.A.
(5.032) (5.972)
区間9 (ベスト) 5.560 14.910 ** N.A.
(5.426) (6.831)
その他制御変数 yes yes yes
日本 韓国 中国
(注)  カッコ内の数字は標準誤差であり，***は1%水準で，**は5%水準で，*は10%水準で有意であることを意味する．
N.A.はその区間に企業が存在しないことを示す．なお，韓国のベースラインは区間0 (ワースト)である．